
 

4  3-2 降雪量と融雪時期の変化が水資源管理及び地下水資源の利用

に与える影響調査 
 

4.1 概要 

4.1.1 背景・目的 

近年、気候変動に伴い年平均気温が上昇し、降雪量や降雨量などに大きな影響を与えて

いる。水資源を取り巻く環境の変化は、農林水産業、工業や観光業などの経済活動だけでな

く、国民の生活にも大きな影響を及ぼす。特に中部地域では、豊富な水資源を前提とした経

済活動基盤が形成されているため、気候変動が同資源に与える影響評価は重要であり、地

域レベルでの気候変動による水資源への影響評価は、今後の取組みが必要な課題の一つ

である。そこで、本調査では、中部地域における降雪量及び融雪時期の変化が水資源に与

える影響の評価とその適応策の検討を目的に調査・検討を行った。なお、本調査では水資源

として、特に降雪・積雪等の地表面における水収支への影響及び地下水への影響の各過程

について、気候変動影響の調査解析を実施した。 

 

4.1.2 実施体制 

本調査の実施者 ： 一般財団法人日本気象協会 

アドバイザー ： 富山県立大学 工学部 環境・社会基盤工学科 准教授 手計 太一 

 

図 4-1 実施体制図（調査項目 3-2） 

 

4.1.3 実施スケジュール（実績） 

本調査では、平成 29 年度から平成 31 年度の 3 年間で、対象地域における気温・降水量

の変動が地域内の水資源（降雪・積雪、地下水）に与える影響を調査し、将来の影響評価及

び適応策の検討を行った（図 4-2）。 

各年の実施項目として、平成 29 年度は関連データ、関連研究等の知見を整理したほか、

調査で使用する水収支モデルの検討を行った。平成 30 年度は前年度の検討を踏まえて、積

雪・融雪量等の水収支における気候変動影響を行った他、黒部川流域を対象とした地下水

流動モデルを構築した。平成 3１年度はモデルの妥当性検証を進め、調査対象地域における

複数の河川水系について影響評価を実施した他、適応策に関する検討を行った。 
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図 4-2 本調査の実施フロー（調査項目 3-2） 

 

4.1.4 気候シナリオ基本情報 

本調査項目では表 4-1 に示す気候シナリオを利用した。 

 

表 4-1 気候シナリオ基本情報（調査項目 3-2） 

項目 降・積雪等への影響 地下水への影響 

気候シナリオ名 NIES 統計 DS データ 

気候モデル MIROC5、MRI-CGCM3 

気候パラメータ 平均気温、降水量、全天日射量 

排出シナリオ RCP2.6、RCP8.5 

予測期間 21 世紀中頃、21 世紀末 

バイアス補正の有無 有り（全国） 

 

4.1.5 気候変動影響予測結果の概要 

気候シナリオによる将来予測結果から、対象地域では年間積算した積雪水量が気温上昇

に伴って減少する可能性が示された。黒部川及び神通川流域では、RCP8.5 シナリオでの 21

世紀末において顕著な積雪水量の減少及び融雪時期の早期化が見られ、地下浸透量も変

化する可能性が示された。 

 

4.1.5.1  降・積雪等への影響 

黒部川及び神通川の流域で平均した積雪水量（積雪を水に換算した量）の将来変化

（図 4-3）から、RCP2.6 シナリオの 21 世紀中頃では、現在と比べて積雪水量の変化（流域

平均積雪水量の年間最大値、流域全体での融雪時期）にも大きな変化は見られなかった。

一方で、RCP8.5 シナリオの 21 世紀末では積雪水量が減少する可能性が示され、気候変

動に伴い RCP8.5 シナリオでは約 20日程度融雪時期が早まる可能性が示された。 
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図 4-3 積雪水量(mm)の将来変化（流域平均）(MRI-CGCM3) 

※陰影は±1σの範囲を示す 

 

4.1.5.2 地下水への影響 

地下水資源に影響を与える指標として、流域毎の降雨量（降水量の内、雨として降った

量）及び融雪量の和（図 4-4（上））、ならびに地下浸透量の将来変化（図 4-4（下））を調

べた。黒部川流域では、降雨量及び融雪量の月別の合計は、融雪時期の変化を反映して

RCP8.5 シナリオでの 21世紀末では 11～4月は現在より増加、5～6月は現在より減少する

可能性が示された。気温の上昇により、冬季の降水が雪ではなく雨となる頻度が高まること、

また融雪の開始が早まることなどによると考えられる。RCP8.5 シナリオでの地下浸透量も降

雨量及び融雪量と同様の変化傾向を示した。 
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図 4-4 (上) 降雨量及び融雪量の黒部川流域合計値（106 m3/月） (扇状地上端部上流域の

合計値)  (MRI-CGCM3)  折線： 融雪量+降雨量、棒グラフ：融雪量 
（下） 黒部川流域における地下浸透量の将来変化（流域合計値・%）(MRI-CGCM3) 
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4.1.6 活用上の留意点 

4.1.6.1 本調査の将来予測対象とした事項 

本調査では、気候変動による降雪・積雪及び地下水資源に及ぼす影響を検討対象とし、

特に、地下浸透量、積雪水量、融雪量、降雨量を評価した。 

 

4.1.6.2 本調査の将来予測の対象外とした事項 

地下水の浸透及び降雪の状況は、将来の土地利用の変化が大きな影響を与えると考え

られるが、本調査では土地利用は現状と同じものと仮定し、その変化を考慮していないこと

に留意が必要である。 

 

4.1.6.3 その他、成果を活用する上での制限事項 

本調査で用いた気候シナリオデータは統計的ダウンスケーリング手法で作成されたもの

であり、豪雪などの極端な降雪は十分表現されていない。そのため本調査での評価結果は

平均場に関する内容であることに留意が必要である。 

 

4.1.7 適応オプション 

本調査で検討した適応オプションを表 4-2 に、その根拠を表 4-3 に示す。 

 

表 4-2 適応オプション（調査項目 3-2） 

適応 
オプション 

想定される 
実施主体 

現状 実現可能性 効果 

行
政 

事
業
者 

個
人 

普及 
状況 

課題 

人
的
側
面 

物
的
側
面 

コ
ス
ト
面 

情
報
面 

効果発
現まで
の時間 

期待 
される 
効果の
程度 

休耕田を用いた 
地下水涵養 

● ●  
普及が
進んで
いない 

・涵養用水の確保に際し関係者との調
整が必要 

・実施にあたり涵養施設の維持管理が
必要 

△ △ △ △ 短期 高 

地下水利用の効率
化（自噴井戸の節

水対策） 
 ● ● 

普及が
進んで
いない 

・バルブ設営により一時的に砂が混じ
る場合がある。 

・井戸所有者が実施主体のため、施
策としての強制力が弱い 

◎ ○ △ ◎ 短期 高 

雨水浸透施設 
の整備 

● ● ● 
普及が
進んで
いない 

・導入、維持管理費用が必要となる。 ◎ ○ △ ◎ 短期 低 

保水機能を持つ 
森林の保全 

● ● ● 
普及が
進んで
いる 

・手入れ不足による下層植生の劣化 

・野生動物（シカ等）による食害 
◎ ○ △ ◎ 長期 中 

 

 

 

 

 



 

表 4-3 適応オプションの根拠（調査項目 3-2） 

適応オプション 適応オプションの考え方と出典 

休耕田を用いた地下

水涵養 

富山県内（魚津市、南砺市、立山町、朝日町）の他、秋田県、熊本県、福井県大野市、

神奈川県秦野市等で実施事例あり。 

地下水利用の効率化 
黒部川扇状地の沿岸部で地下水の揚水量を 80％以上、削減することで塩水     

化の進行が緩和するという研究例がある。 

雨水浸透施設の整備 
一般的に普及している技術の導入促進が対策となるため、情報面の評価は「◎」とし

た。 

保水機能を持つ森林

の保全 

保安林制度等に基づく実施事例あり。 

 

 

4.2 気候シナリオに関する情報 

4.2.1 気候シナリオ基本情報 

本調査項目では表 4-4 に示す気候シナリオを利用した。 

 

表 4-4 気候シナリオ基本情報（調査項目 3-2）：再掲 

項目 降・積雪等への影響 地下水への影響 

気候シナリオ名 NIES 統計 DS データ 

気候モデル MIROC5、MRI-CGCM3 

気候パラメータ 平均気温、降水量、全天日射量 

排出シナリオ RCP2.6、RCP8.5 

予測期間 21 世紀中頃、21 世紀 

バイアス補正の有無 有り（全国） 

 

4.2.2 使用した気候パラメータに関する情報 

対象地域内の気象官署地点（富山、高山、白川）における、冬季（12～2 月）平均地上気温、

降水量、全天日射量の現在比の変化（21 世紀中頃及び 21 世紀末）を図 4-5 に示す。気候

モデルとして本調査で用いた NIES 統計 DS データの MIROC5、MRI-CGCM3 双方の結果を

示した。 

図 4-5 より、気温上昇量は、21 世紀中頃では RCP2.6 及び RCP8.5 シナリオの間で大きな

差異は見られない。21 世紀末については RCP2.6 シナリオと RCP8.5 シナリオ間での差異が

大きく、RCP2.6 シナリオでは 21 世紀末における気温上昇量は 21 世紀中頃と同程度（+1～2

度）である一方、RCP８.５シナリオでは 4℃程度昇温する可能性が示された。  



 

  

 

図 4-5 AMeDAS 地点（富山、高山、白川）に 

おける気象要素の将来変化 

（3 地点平均、冬季平均：12～1 月） 

（現在からの変化量） 

 左上：気温（℃）  

 右上：日降水量（mm/day） 

 左下：全天日射量（MJ/m2） 

 

4.2.3 気候シナリオに関する留意事項 

1981-2000 年における観測値との比較において、本調査で用いた NIES 統計 DS データの

MRI-CGCM3 については気温・降水量ともに観測値と概ね類似した空間分布・出現傾向を示

すことが確認された一方、MIROC5 では降水量の月変化傾向が観測値と大きく異なっている

ことが確認された（地点によるものの、観測値では6～7月にピークが出現する一方、気候シナ

リオでは 12～1 月にピークが出現する）。結果の利用においては、留意が必要である。 

 

4.2.4 バイアス補正に関する情報 

 観測値との比較により作成された統計的ダウンスケーリングであることから、本調査でのバ

イアス補正は行っていない。 

 

4.2.5 気候シナリオ選択の理由 

本調査は、豪雪ではなく平均的な降雪・積雪を想定していること、気温、降水量、日射量か

ら降雪・積雪量等を推定する既往の手法を適用したことから、必要な要素の得られる統計的

ダウンスケーリングの気候シナリオを選択した。 

  



 

4.3 気候変動影響に関する調査手法 

4.3.1 手順 

本調査における調査フローを図 4-6 に示す。 

 

図 4-6 本調査の実施フロー（調査項目 3-2） 

 

4.3.2 使用したデータ・文献 

本調査では気候シナリオの他に以下のデータを利用した。そのほか、収集したデータや文

献については収集データリスト及び文献リストを参照のこと。 

 

表 4-5 本調査で利用したデータ 

種別 データ名称等 要素 出典・提供元 

気象観測 気象官署・アメダスデータ（1986～2016 年） 気温、降水量、 

積雪深 

気象庁 

地下水位 地下水位常時監視データ（1986～2016 年） 地下水位 富山県 

河川流量 水文水質データベース（1993～2015 年） 流量、水位 国土交通省 
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4.3.3 有識者ヒアリング 

本調査で実施したヒアリングのうち、主な内容を以下に示す。 

 

表 4-6 (1) ヒアリング結果の概要（調査項目 3-2）  

NO. １ 

ヒアリング対象者  富山県環境科学センター 大気課 初鹿宏壮 主任研究員 

日付 2017 年 12 月 8 日（金） 

場所 富山県環境科学センター 大気課 

概要 ・本事業以前に富山県を対象とした文部科学省の気候変動適応研究推進プロ

グラム（RECCA、平成 22-26 年度）及び県環境科学センターの調査等につい

て、計算手法等の情報を収集。 

・融雪の河川等への将来影響の確認には、山間部の降水量のモデル再現性が

重要だが、現地のデータが乏しいため補正が難しい。 

・地下水資源に関しては、市街地では、消雪需要により冬場の地下水が減少す

る懸念がある。 

 

NO. 2 

ヒアリング対象者  富山県 生活環境文化部 環境保全課指導係 藤沢弘幸 主任 

日付 2017 年 12 月 8 日（金） 

場所 富山県生活環境文化部環境保全課 

概要 ・富山県が取得・管理している地下水位データの内容及び利用について情報を

収集。 

・富山県が観測する地下水データは環境保全課で取りまとめを行っている。 

・地下水採取量は地下水条例の規制地域及び観察地域として富山市及び高岡

市、射水市等についてデータがある。 

 

NO. 3 

ヒアリング対象者  富山県立大学 工学部 環境・社会基盤工学科 手計太一 准教授  

日付 2018 年 9 月 21 日(金) 

場所 富山県立大学 

概要 ・統計的 DS データを用いた将来影響評価結果及びそれを踏まえた適応オプシ

ョンについて情報を収集。 

・雪の推計方法の精度については、冬季全体でのボリュームが再現できていれ

ばまずは良いと思われる。 

・融雪時期の変化による河川流量の将来変化について、国交省が利根川を対

象とした事例がある。 

  



 

表 4-6 (2) ヒアリング結果の概要（調査項目 3-2） 

NO. 4 

ヒアリング対象者  信州大学 藤縄克之 名誉教授 

日付 2019 年 5 月 10 日（金） 

場所 ホテルブエナビスタ 

概要 ・人口減少に伴い、水道補修等の行政機能が維持できない自治体が増え、受

益者負担増加に伴い地下水利用の増加に繋がる可能性がある。 

・気候変動影響に関して、気温変化は代かき期の早期化をもたらす可能性があ

る一方、融雪時期の変化は代かき期の農業用水不足をもたらす可能性もあり、

水田の減少に繋がることも考えられる。 

・水田の涵養源としての利用は、技術的には十分可能だが、制度上の問題で実

行できない。休耕田、耕作放棄地に水を張ることで地下水涵養が可能だが、

水田に引く水は、水利権上は農業用水として利用する必要がある。 

 

NO. 5 

ヒアリング対象者  富山県立大学 工学部 環境・社会基盤工学科 手計太一 准教授  

日付 2019 年 6 月 12 日(水) 

場所 富山県立大学 

概要 ・将来影響評価結果及びそれを踏まえた適応オプションについて意見を交換。 

・地下水位の変化に対する適応オプションの候補としては、自噴井戸への節水

設備導入、水田からの湛水、宅地転用の際の透水性舗装の導入、などが考え

られる。 

 

4.3.4 観測および実証実験 

本調査項目では観測および実証実験は行っていない。 

 

4.3.5 気候変動影響予測手法の検討 

本調査の目的は、降雪・積雪量及び地下水を含む水資源に対して気候変動が与える影響

を評価することであり、その入力条件となる降雪量並びに融雪量の変化を確認する必要があ

る。表 4-4 で示したデータには降雪に関するパラメータが含まれないが、松浦ら（2018）など先

行研究で用いられている水収支解析手法を利用し、気温及び降水量から降雪・融雪量を推

計した。なお、この手法は本調査の調査対象地域での適用実績がある。 

なお、調査対象地域内の主な河川（黒部川、常願寺川、神通川、小矢部川、庄川）におけ

る河川流量は各水系における降雪及び積雪、融雪と密接な関連がある。各河川における月

平均河川流量の平年値及びその近傍地点における月別降水量の平年値を図 4-7 に、そこ

から推定される融雪と河川流量への影響の時期を表 4-7 に示す。図 4-7 より富山県内の主

要水系において、融雪期以外は概ね降水量と河川流量には一定の関連性が見られる一方で、

融雪期には融雪の影響と見られる流量の増加が観測されている。なお、融雪の開始時期、ピ

ーク時期は水系毎に異なり、また河川流量への影響の見られている時期と概ね一致している。 



 

(a)黒部川水系、常願寺川水系 

 

(b)神通川水系 

 

(c)小矢部川水系、庄川水系 

 

図 4-7 月別平均河川流量（m3/s）と月別降水量（㎜、朝日、上市、富山、伏木） 

(a) 黒部川水系、常願寺川水系、(b) 神通川水系、(c) 小矢部川水系、庄川水系 

 

表 4-7 水系別融雪の河川流量への影響 

水系 黒部川 常願寺川 神通川 小矢部川 庄川 

融雪の

河川流

量への

影響 

大きさ 大 大 大 不明 大 

開始時期 3-4 月 3-4 月 2-3 月 10-11 月 2-3 月 

ピーク時期 5 月 5 月 4 月 3 月 4 月 

 



 

4.3.6 影響予測モデルに関する情報 

4.3.6.1 水収支解析モデル 

本調査では松浦ら（2018）に従い、気温、降水量、全天日射量を入力値として、図 4-8

に示すフローで降雪量、融雪量、地下浸透量などを算出した。なお、現在、21 世紀中頃及

び 21 世紀末の各対象期間において、日別・メッシュ別に積雪水量、表面流出量等を推計

した上で、空間・時間平均を行い、現在と将来気候を比較した。 

 

 

図 4-8 水収支解析手法の計算手順（概要）2 

 

4.3.7 影響予測に必要な入力パラメータ 

4.3.6.1 で示した流域の水収支評価モデルの入力には、土地利用データのほか、気候シナ

リオの気温、降水量、全天日射量が必要となる。 

 

4.3.8 影響予測における留意事項（制限事項） 

上述の影響評価モデルは平均場を対象としているため、極端な降雪現象やそれに伴う消

雪用地下水利用の増加等の影響評価は実施していないことに注意が必要である。 

また、利用した気候シナリオデータはアメダス観測値との定量的・定性的比較により類似し

た傾向を示すことを確認しているが、高標高地域では降雪・積雪等の観測データが限定的で

あるため、手法の十分な比較検証が行えていないことに注意が必要である。その他、土地利

用は現状固定として将来変化は考慮していない。 

 

                                              
2 降雪水量(mm) ：降水量の内、雪として地表に到達する部分を水分量に換算した値 

積雪水量(mm) ：積雪として存在する雪を水分量に換算した値 

気温 T 降水量 P入力値

気温Tの経験式から降水量Pに占める
降雪水量Psの比率を算出

降雪水量 Ps

気温Tから融雪量
Smを算出

融雪量 Sm

積雪水量 SWE

全天日射量 S

気温T,降水量 P,全天日射量 Sから
土地利用別に蒸発散量 Eを算出

（森林、水田、河川、その他）

蒸発散量 E降雨量 Pr

表面流出量 Q

前日までの積雪水量SWEと
降雪水量Ps ・融雪量Sm等から算出

降雨量 Pr、蒸発散量 E, 表面流出量 Q,

融雪量 Sm等から、
土地利用別に地下浸透量qを算出

地下浸透量 q

土地利用データ



 

4.4 調査結果 

4.4.1 文献調査結果 

気候シナリオを用いた影響評価に先立ち、降雪・積雪・融雪等に関する地域特性の他、水

資源管理、地下水資源等に関する既往文献調査を行った。以下に調査結果を示す。 

 

4.4.1.1 水資源に関する地域特性 

富山県は全面積の約 67％を森林が占め、そのうち約 70％が保安林として指定されてお

り（富山県, 2013）この豊かな森林と、山岳域の下流の扇状地等が富山県の水資源の基礎

となっている。県内の水需要は農業用水が90％以上を占め、次いで工業用水が約4％、生

活用水が約 2％と（富山県, 2013）、農業用途での水利用が圧倒的に多い。また、調査対象

地域（富山県）には５つの主要河川（黒部川、神通川、庄川、常願寺川、小矢部川）が存在

し、富山県内の河川流域面積の約 7 割を占め、他県の主要河川と比較して急峻な山岳地

域から流れる急流が多く平野部で扇状地となっている。 

 

4.4.1.2 降雪・積雪・融雪等に関する特性 

この地域は国内屈指の豪雪地域であるが、降雪時の特徴として北海道等国内北部と比

較し、気温が高い状態での降雪であることが多く、冬季の平均地上気温は 0℃を超えてい

る地域も多い（Ishizaka, 2004）。これらの地域での観測による降積雪量の変動は気温との相

関が見られるとの報告もあり（鈴木, 2006, Yamaguchi et al., 2011）、将来の気候変動の影響

に関しては、北陸地方では降雪量の減少が予測されている（Kawase et al., 2013）。特に、

富山県内の気候変動による将来予測としてみると、2030 年代の近未来では年間総降雪量

が 2000 年代の 60％程度と大きな減少が予測されている一方で、年間の最大降雪量は

80％程度と短時間の豪雪は減少幅が年総降雪量より小さいことが予測されている（初鹿ら, 

2015）。 

 

4.4.1.3 地下水資源 

対象地域（富山県）には豊富な地下水が存在し、産業及び生活用途等に利用されてい

る。行政では地下水の保全及び適正利用を目的に富山県地下水指針（富山県, 2018）を

策定しており、地下水確保に向け、適正揚水量を定めるとともに、消雪に地下水を利用する

冬期間の安全水位の設定、また水循環を考慮した適切な地下水の創水（地下水の涵養、

及び水循環系の健全性の確保）を定めている。 

富山県内の地下水の構造については、主要な 5 河川と地下水の関係が安定同位体等

を用いた手法等で調査されており、平野部における地下水は、近隣河川や降水など、複数

の水系が相互に影響し合い、涵養されている（水谷と桜井, 1988；水谷ら, 2001）。 

地下水資源を取り巻く近年の課題としては、冬季の消雪への利用による地下水位の変化、

都市化や水田の減少による地下水涵養量の減少などが挙げられる（富山県, 2018）他、気



 

候変動による降雪変化より消雪需要そのものが変化する可能性も考えられる。また、気候

変動による降水及び融雪の変化は、涵養源である河川及び降水等への影響を通じ、複雑

な構造を持つ地下水へ影響する可能性が考えられ、松浦ら（2018）では年間降水量が異な

るケースで地下浸透量、表面流出量の減少を計算しているが、気候だけでなく土地利用の

変化が地下浸透量等に大きな影響を与えることを示している。 

 

4.4.2 有識者ヒアリングの結果 

本事業以前の富山県を対象とした気候変動調査成果として、文部科学省気候変動適応研

究推進プログラム（RECCA）について手法等の情報を収集し、本調査の検討に用いた。また、

利用可能な地下水位データを県庁から取得するにあたり、情報の特性等を伺った。 

適応オプションの検討に当たっては、地下水保全に向けた取組全般の他、休耕田等の水

田を利用した湛水に当たっての水利権、土地改良区等との調整など、考慮すべき点について

情報を収集した。また、影響評価結果を踏まえて考えられる適応オプションとしては、水田か

らの湛水、透水性舗装の導入促進及び自噴井戸への節水設備導入促進などが考えられるこ

とが指摘された。 

 

4.4.3 観測や実証実験の結果 

本調査項目では観測および実証実験は行っていない。 

 

4.4.4 気候変動影響予測結果 

4.4.4.1 降・積雪等への影響 

ア. 年間積算での積雪水量の変化 

将来の積雪水量の変化を、MRI-CGCM3 での日積雪水量の年間積算値(cm) 3を用いて

示す（図 4-9）。現在では、積雪水量は標高の高い地域ほど多い傾向にあるが、21 世紀中

頃では、RCP2.6 及び RCP8.5 シナリオどちらにおいてもこれらの標高の高い地域より山腹

～中腹付近で比較的積雪水量の減少が大きい結果となった。21 世紀末では、RCP2.6 及

び RCP8.5 シナリオ双方において標高の高い地域においても積雪水量が減少し、特に気

温上昇の大きい RCP8.5 シナリオでの減少がより大きい。 

シナリオ間の違いで見ると、21 世紀末は RCP2.6 及び RCP8.5 シナリオどちらにおいても

全域的に積雪水量が減少するものの、気温上昇の差異を反映してシナリオ間の差が 21 世

紀中頃よりも顕著である。 

 

                                              
3日別積雪水量(cm/日）の年間積算値を 20 年平均した値 



 

イ. 河川流域毎の積雪水量の変化 

次に、富山県内を流れる主要河川流域のうち黒部川及び神通川における 21 世紀中頃

及び21世紀末における融雪時期の変化を予測した。MRI-CGCM3での、河川流域平均積

雪水量の時系列を図 4-10 に示す。 

21 世紀中頃では、どちらの流域でも RCP2.6 及び RCP8.5 シナリオの双方において大き

な変化は見られず、融雪の傾向、積雪の消失時期とも大きな変化は見られない。これらのこ

とから 21 世紀中頃では融雪時期への気候変動影響は小さい可能性が高い。 

一方、21世紀末では、RCP2.6 及び RCP8.5 シナリオの双方において、どちらの流域でも

積雪水量が減少するが、特に RCP8.5 で減少幅が大きく、黒部川では最大値が約 4割、神

通川流域で約 5 割減となる可能性が示された（図 4-10 右列）。また、21 世紀末では気候

変動に伴う融雪時期の変化が見られ、RCP8.5 シナリオでは双方の流域では約 20 日程度

融雪時期が早まる傾向が見られた。  



 

【21 世紀中頃】 

a) 現在 b) RCP2.6 シナリオ c) RCP8.5 シナリオ 

   

凡例 d) RCP2.6 - 現在 e) RCP8.5 - 現在 

 
  

【21 世紀末】 

a) 現在 b) RCP2.6 シナリオ c) RCP8.5 シナリオ 

   

凡例 d) RCP2.6 - 現在 e) RCP8.5 - 現在 

 
  

図 4-9 日積雪水量の年間積算値(cm)の将来変化（20 年平均値）（MRI-CGCM3） 

(上段：21 世紀中頃, 下段：21 世紀末） 

[cm]

[cm]

a)-c) 

d, e) 

[cm]

[cm]

a)-c) 

d, e) 



 

     21 世紀中頃     21 世紀末  

 

黒
部
川
流
域 

 

  

 

神
通
川
流
域 

 

  

図 4-10 積雪水量(mm)の将来変化（流域平均値）（MRI-CGCM3）（上：黒部川、下：神通川） 

陰影は各期間の 20 年間における±1σの範囲を示す 

 

4.4.4.2 地下水への影響 

地下水位に影響を与える指標として、河川への流入に影響を与える降雨量（降水のうち、

降雪でないもの）及び融雪量、ならびに地下浸透量の将来変化を予測した。黒部川及び神

通川流域における各指標の流域合計値を図 4-11 に示す。 

黒部川流域では、降雨量及び融雪量の流域合計値は、RCP2.6 シナリオでの 21 世紀中

頃では大きな変化は見られない一方、融雪時期の変化を反映してRCP8.5 シナリオでの 21

世紀末では 11～4 月は現在より増加、5～6 月は現在より減少する可能性が示された。

RCP8.5 シナリオでの地下浸透量も降雨量及び融雪量と同様、冬季に増加し、その後減少

する傾向を示した。 

神通川流域においても黒部川と同様の傾向が見られ、降雨量及び融雪量の流域合計

値は、RCP8.5 シナリオでの 21 世紀末では 11～3 月は現在より増加、4～5 月は現在より減

少する傾向が示された。 

気候変動に伴う地下浸透量の季節的な変化により、地下水位にも変化が生じる可能性

が示唆された。 
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図 4-11 融雪量、降雨量及び地下浸透量の流域合計値（MRI-CGCM3,月別,20 年平均値） 

左列：降雨量及び融雪量の流域合計値（106 m3/月）、折線：融雪量+降雨量、棒グラフ：融雪量 

右列：地下浸透量の流域合計値の将来変化（%） 

上段：黒部川流域、  下段：神通川流域 

 

4.4.5 結果を活用する上での留意点・制限事項 

本調査では平均場における降雪、積雪、融雪及び地下水への気候変動影響の評価を行

ったが、より詳細な評価には、将来の土地利用の変化など、社会経済的な影響も考慮する必

要がある。また、本調査では統計的ダウンスケーリング手法による気候シナリオを利用しており、

豪雪などの極端な現象を踏まえた地下水への影響の評価は行っていないことにも留意が必

要である。 

 

4.5 適応オプション 

4.5.1 手順 

上述の調査から、河川流量及び地下浸透量の変化は、21 世紀末には地下水位に季節的

な変化を及ぼす可能性が示唆された。調査対象地域では地下水資源を産業用途や消雪等

の日常用途に活用しており、地下水環境の安定化は重要であるといえる。以上を踏まえて、

季節的な地下水位の変化に対する適応オプションを検討した。 
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図 4-12 適応オプションの検討フロー 

 

4.5.2 概要 

地下水位の変化に対する、適応オプションを表 4-8 に、その根拠を表 4-9 に示す。 

 

表 4-8 適応オプション（調査項目 3-2）：再掲 

適応 
オプション 

想定される 
実施主体 

現状 実現可能性 効果 

行
政 

事
業
者 

個
人 

普及 
状況 

課題 

人
的
側
面 

物
的
側
面 

コ
ス
ト
面 

情
報
面 

効果発
現まで
の時間 

期待 
される 
効果の
程度 

休耕田を用いた 
地下水涵養 

● ●  
普及が
進んで
いない 

・涵養用水の確保に際し関係者との調
整が必要 

・実施にあたり涵養施設の維持管理が
必要 

△ △ △ △ 短期 高 

地下水利用の効率
化（自噴井戸の節

水対策） 
 ● ● 

普及が
進んで
いない 

・バルブ設営により一時的に砂が混じ
る場合がある。 

・井戸所有者が実施主体のため、施
策としての強制力が弱い 

◎ ○ △ ◎ 短期 高 

雨水浸透施設 
の整備 

● ● ● 
普及が
進んで
いない 

・導入、維持管理費用が必要となる。 ◎ ○ △ ◎ 短期 低 

保水機能を持つ 
森林の保全 

● ● ● 
普及が
進んで
いる 

・手入れ不足による下層植生の劣化 

・野生動物（シカ等）による食害 
◎ ○ △ ◎ 長期 中 

 

 

 

 

 

適応オプション

影響調査

影響調査（将来）

適応オプションの検討

影響調査結果の分析

適応オプションを検討する
影響を特定

適応オプションの提示

融雪時期の変化 季節的な地下水位の変化

既存の適応オプション
のリストアップ

文献／ヒアリング／
現地調査の実施 など

地方公共団体からの
情報提供

適応オプションの効果検討（地下水モデルを用いた解析など）

季節的な河川流量の増減

地下水位の変化（地下水位の維持）



 

表 4-9 適応オプションの根拠（調査項目 3-2）：再掲 

適応オプション 適応オプションの考え方と出典 

休耕田を用いた地下

水涵養 

富山県内（魚津市、南砺市、立山町、朝日町）の他、秋田県、熊本県、福井県大野市、

神奈川県秦野市等で実施事例あり。 

地下水利用の効率化 
黒部川扇状地の沿岸部で地下水の揚水量を 80％以上、削減することで塩水     

化の進行が緩和するという研究例がある。 

雨水浸透施設の整備 
一般的に普及している技術の導入促進が対策となるため、情報面の評価は「◎」とし

た。 

保水機能を持つ森林

の保全 

保安林制度等に基づく実施事例あり。 

 

4.5.3 適応オプション 

4.5.3.1 休耕田を用いた地下水涵養 

休耕田等に対して湛水を行うことで地下水涵養の効果が見込まれる。富山県でも既に実

験が行われている。 

 

4.5.3.2 地下水利用の効率化（自噴井戸の節水対策） 

調査対象地域（黒部川扇状地）では自噴井戸の割合が高いことから、これら既存の自噴

井戸に対して節水効果のある小径ノズルの取付け、吐出高さの変更、バルブ取付け等を推

進し、効率的な地下水利用を促す。 

 

4.5.3.3 雨水浸透施設の整備 

農地から宅地等へ転用する際に、駐車場・歩道等の舗装に透水性舗装を導入すること

で地下浸透量を増加させると共に、個人宅等においても雨水浸透ます等の雨水浸透施設

を普及させることで一層の効果増大を図る。 

 

4.5.3.4 保水機能を持つ森林の保全 

森林には水源涵養機能や水土保全機能等があることから、上流域を含めて森林保全を

図ることで、地下水涵養量の維持・向上を図る。 
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